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経営法友会 2023 年度研修会開催のご案内 

基礎知識総合講座〔国際編〕 
WELCOME 

本講座のねらい 
本講座は、法務経験初心者から3年程度までの方を対象とした全8講の講座です。国際取引に関与するにあ

たって必要となる基礎知識を幅広く身につけていただくことを目的とします。 
すべてWEB配信で講義を行い、各講において、研修内容の確認として簡単な「受講確認テスト」を実施す

る予定です。 
また、講師を交えた受講者交流会（任意参加）を開催予定です。詳細は別途ご案内いたします。 
 
※ 以前実施した「法務担当者基本知識講座〔国際編〕」の構成を改めたもので、内容も踏襲しています。 
 

SUMMARY 
 
対 象 者 法務経験初心者から3年程度までの方 
配信期間 第1～4講：4月17日（月）～5月31日（水） 
     第5～8講：5月15日（月）～6月30日（金） 
     （各講2時間程度、計16時間） 
募集期限 5月19日（金） 
受 講 料 1名につき22,000円（税込） 
請 求 書 5月下旬にメールにて送付予定（支払期限：7月31日（月）） 
キャンセルポリシー 配信開始日の前営業日以降のキャンセルは、受講料の全額をご負担いただきます。 
 

NOTES 
申込の注意 
お申込み・ご受講にあたり、個人アカウントのご登録が必要になります。 
詳細は、弊会HP「HP利用方法」をご参照ください。 
 
 

動画視聴テストのお願い 
必ずテスト動画が視聴できるかをご確認の上、お申し込みください。 
＊テスト動画をご覧いただけない場合には、システム部門等にセキュリティ上の制限をご確認ください。 
 
 

視聴先/資料のダウロード先 
個人アカウントでログイン後、個人ページの「申込済みセミナー」にて配信開始日より視聴および資料の
ダウンロードが可能です。ただし、資料ダウンロードは視聴期間内となりますのでご注意ください。 

 
 

お問い合わせ先（経営法友会） 

  E-mail：keieihoyukai3@shojihomu.or.jp／TEL：03-6262-6745 

https://www.keieihoyukai.jp/page/howto
https://www.keieihoyukai.jp/page/vtest
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CONTENTS 

第１講 国際取引・貿易実務の概要 
〔講 師〕山崎幸男 氏（日本機械輸出組合 部会・貿易業務グループ貿易業務相談・研修室 輸出管理アドバイザー） 

国際取引の特徴および国際取引にかかわる法制度・条約・商取引ルール等を概説します。また、国際取引における資金
決済、輸出入規制のポイントも解説します。 

 

第２講 英文契約書の基礎知識 
〔講 師〕飯島 歩 氏（弁護士法人イノベンティア 代表社員・弁護士・弁理士・NY州弁護士） 

英文契約書のレビュー・ドラフトにあたっての基礎知識および基本構造を整理した上、NDA（秘密保持契約書）をサン
プルとして、具体的なチェックポイントを解説します。 

 

第３講 売買契約・代理店契約 
〔講 師〕土田真悟 氏（三菱商事株式会社 法務部 法務第三チームリーダー） 

売買契約における構成内容および最低限理解しておきたい基本条項について解説するとともに、売買契約の応用形で
もある代理店契約の構造、基本事項を解説します。 
 

第４講 知的財産権の国際比較 
〔講 師〕三好 豊 氏（森・濱田松本法律事務所 弁護士・NY州弁護士） 

国際的な知財取引において重要となる各国の知的財産権の概要のほか、知的財産権を活用する際の基本的な実務ポイ
ントを解説します。 
 

第５講 国際ライセンス契約 
〔講 師〕佐野雅則 氏（住友化学株式会社 法務部 課長） 

国際ライセンス契約の目的・対象、留意すべき法規制等につき、実際の場面を踏まえて解説します。また、交渉におい
て盛り込んでいくべき条項内容について検討します。 
 

第６講 合弁契約・М＆Ａ契約 
〔講 師〕酒井大輔 氏（北浜法律事務所 弁護士・NY州弁護士） 

海外パートナー企業との合弁事業の特徴、合弁契約の基本事項を整理し、具体的な条項について解説するほか、M&A
契約についても簡単に概説します。 
 

第７講 国際紛争解決 
〔講 師〕三橋克矢 氏（三菱電機株式会社 法務・コンプライアンス部会社法務グループ担当課長・CA州弁護士） 

国際紛争の基礎として、国内紛争との相違点、紛争の要因・端緒、法務担当者の役割、解決手段（裁判、仲裁、調停）
の選択肢とそれぞれの特徴について解説します。 
 

第８講 グローバルリスク 
〔講 師〕雨宮 慶 氏（島田法律事務所 弁護士） 

国際的な事業活動を行う際に留意しなければならないさまざまなリスク（独占禁止法、贈収賄のほか、個人情報保護、
環境、人権、安全保障等）について幅広い観点から、解説します。 

 


